
大和市私道整備助成要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市民の生活環境の改善と円滑な道路交通を確保するため、公道とすることが困難であ 

りながら一般の通行の用に供されている私道を整備した者に対して予算の範囲内で助成金を交付するこ

とについて、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）私道 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２条第１項に規定する道路及び公法人により道路とし

て一般の交通の用に供されている道路以外の道路をいう。 

（２）整備 アスファルトコンクリート若しくはセメントコンクリートをもって私道を舗装すること又は側

溝若しくは円形管をもって雨水を排除する施設（以下「排水施設」という。）を設置することをいう。 

（３）土地所有者 私道の土地の所有権を有する者をいう。 

（４）関係者 私道の土地に接する区画地を所有し、又は利用する者をいう。 

（助成の対象） 

第３条 この要綱による助成の対象となる私道は、次条に規定する構造の要件を満たし、かつ、次の各号の

いずれにも該当するものでなければならない。 

（１）幅員が２．７５メートル以上であること。 

（２）私道に接続する公道が舗装済みであること。 

（３）私道が築造されてから５年以上経過していること。 

（４）公道と公道とを結ぶ道路であること。ただし、袋路状の道路は、５世帯以上の利用があること。 

（５）道路上の権利関係が明確であること。 

（６）過去にこの要綱による助成金の交付を受けていないこと。 

２ 排水施設については、第５条に規定する構造の要件を満たし、接続する公道側の流末に支障をきたさな

い場合に限る。 

（舗装構造） 

第４条 第２条第２号の規定による舗装の構造は、原則として、アスファルトコンクリート（開粒度又は再

生密粒度１３ミリメートル）厚さ５センチメートル及び路盤（ＲＣ－４０）厚さ１５センチメートルによ

るものとする。ただし、地形上やむを得ない場合は、セメントコンクリート（真空処理円形リング）厚さ

１５センチメートル及び路盤（ＲＣ－４０）厚さ１５センチメートルによることができる。 



（排水施設の構造等） 

第５条 排水施設の構造は、原則として、ＬＵ形側溝（内法２４０ミリメートル）又はL形側溝（内法３０ 

０ミリメートル）によるものとする。ただし、地形上やむを得ない場合は、円形管（内法２５０ミリメー 

トル）によることができる。 

２ 排水施設に伴う附属施設は、市長が必要であると認めたものとする。 

（助成金の額） 

第６条 助成金の額は、私道の整備に係る工事（申請者との協議に基づく当該私道に接する公道部分の整備

を含む。以下「工事」という。）について、市長が別に定める標準設計工事費単価により算出した額（以

下「標準設計工事費」という。）に、通り抜け道路にあっては４分の３を、袋路状道路にあっては２分

の１を、それぞれ乗じて得た額とする。ただし、工事に係る見積額が標準設計工事費に満たない場合は、

当該見積額を標準設計工事費とみなす。 

２ 工事に伴う附帯工事の費用は、助成の対象としない。 

（申請代表人） 

第７条 助成金の交付を受けようとする当該私道についての土地所有者及び関係者（以下本条において「土 

地所有者等」という。）は、工事に関し一切の権限を委任する者を申請代表人（以下「代表人」という。）

として選任し、代表人届及び委任状により市長に届け出なければならない。 

２ 土地所有者等は、代表人を変更しようとする場合は、代表人変更届を速やかに市長に提出しなければ 

ならない。 

（助成金の交付申請） 

第８条 代表人は、助成金の交付を受けようとするときは、助成金交付申請書に次に掲げる書類を添えて、 

市長に提出しなければならない。 

（１）案内図 

（２）実測平面図 

（３）縦断面図 

（４）標準横断図 

（５）構造図 

（６）工事見積書 

（７）公図写し 

（８）私道の土地に接する土地全ての登記事項証明書（全部事項証明書） 

（９）その他市長が必要と認めた書類 



（申請書の審査） 

第９条  市長は、前条に規定する申請書を受理したときは、次に掲げる内容を審査し、交付が適当と認め    

たものについて、助成金交付承認通知書により通知するものとする。 

（１）第３条に規定する助成の要件を満たすものであること。 

（２）前条各号に揚げる書類に不備がないこと。 

  （３）土地所有者等及び代表人に市税等の滞納がないこと。ただし、滞納があっても、既に分割等で納

付履行し、又は分割納付誓約書を提出している場合は、この限りでない。 

（助成金の決定） 

第１０条  市長は、前条の規定により通知したものについて助成金の額を決定したときは、代表人に対し助 

成額決定通知書を交付するものとする。 

（申請の取下げ） 

第１１条  代表人は、第８条の規定による申請を取り下げようとするときは、申請取下書を市長に提出しな

ければならない。 

（請負人の選定） 

第１２条  工事を第三者に請け負わせる場合、代表人は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第 

１６７条の５第１項及び第１６７条の１１第２項の規定により定められた本市の入札参加資格者名簿に登

録されている者（登録業種に「土木一式」又は「ほ装一式」として登録認定されているものに限る。）の中

から選定しなければならない。 

（地下埋設物等） 

第１３条  地下埋設物、工作物等が、工事に支障をきたすときは、代表人の責任において処理するものとす 

る。 

（工事の着手） 

第１４条  代表人は、第１０条の助成額決定通知書の交付を受けた日から２０日以内に工事に着手しなけれ 

ばならない。 

２ 代表人は、前項の規定により工事に着手したときは、工事着手届に工事請負契約書の写しを添えて、 

工事着手日から７日以内に市長に提出しなければならない。 

（工事内容等の変更） 

第１５条  代表人は、助成金交付申請書に記載された内容を変更するときは、あらかじめ、助成金変更交付 

申請書を市長に提出し、その承認を得なければならない。 

２ 市長は、前項の申請を受理したときは、その内容について審査し、適否を決定した上で助成金変更交 



付決定通知書により通知するものとする。 

（請負人の変更） 

第１６条  代表人は、工事の請負人を変更するときは、市長と事前に協議し、工事請負人変更届に工事請負 

契約書の写しを添付し、市長に提出しなければならない。 

（完了届及び検査） 

第１７条  代表人は、工事が完了したときは、工事完了届に工事写真を添え、工事の完了した日から７日以    

内に市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する完了届を受理したときは、速やかに当該工事の検査をするものとする。 

３ 市長は、検査の結果が工事の内容に適合しないときは、代表人に対して補修、修繕等必要な是正措置を

指示することができる。 

（助成金交付時期） 

第１８条  代表人は、工事の完成検査に合格した後速やかに、別に定める請求書により市長に助成金の交付   

の請求をしなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書を受理した日から起算して、４０日以内に助成金を交付するものとする。 

（維持管理） 

第１９条 整備された私道は、少なくとも１０年間存続させ、その維持管理については、当該私道の土地所 

有者等が行うものとする。 

（返還命令） 

第２０条 市長は、助成金等が不正に使用されたと認められる場合又は虚偽の申請により交付を受けたと認 

められる場合は、助成金等の全部又は一部の返還を命じることができる。 

（様式）  

第２１条 この要綱で使用する様式は、別表のとおりとし、その内容は別に定める。 

（委任） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 



別表（第２１条関係） 

様式番号 様式の名称 関係条文 

第１号様式 代表人届 第７条 

第２号様式 代表人変更届 第７条 

第３号様式 助成金交付申請書 第８条 

第４号様式 助成金交付承認通知書 第９条 

第５号様式 助成額決定通知書 第１０条 

第６号様式 申請取下書 第１１条 

第７号様式 工事着手届 第１４条 

第８号様式 助成金変更交付申請 第１５条 

第９号様式 助成金変更交付決定通知書 第１５条 

第１０号様式 工事請負人変更届 第１６条 

第１１号様式 工事完了届 第１７条 

 

 


